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様式第１ 

 

経営力向上計画に係る認定申請書 

 

 

  年    月    日 

 

 

○○運輸局長  殿 

 

 

                    住    所 

                    名 称 及 び 

代表者の氏名              印 

 

 

 中小企業等経営強化法第 17条第１項の規定に基づき、別紙の計画について認定を受けたいの

で申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定申請書の作成に当たっては、本記載例のほか、以下に記載の資料も合わせてご参照下さい。 

○ 中小企業庁「経営力向上計画策定の手引き」 

○ 中小企業庁「中小企業等経営強化法に基づく支援措置活用の手引き」 

旅客自動車運送事業分野の経営力向上計画を提出する場合、提出先は国土交通大臣ではなく、

地方運輸局長または沖縄総合事務局長となります。 

（官職名が記載されていれば、氏名を省略しても差し支えありません。） 
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（別紙） 

経営力向上計画  

      

１  名称等 

事業者の氏名又は名称
フ リ ガ ナ

   株式会社 ○○○○                                      

代表者の役職名及び氏名   代表取締役  ○○  ○○                             

資本金又は出資の額    ○○○○万円     常時使用する従業員の数    ○○○人       

法人番号   ○○○○○○○○○○○○○    設立年月日  ○○年○○月○○日     

 

 

２ 事業分野と事業分野別指針名 
 

事業分野                                   事業分野別指針名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  実施時期 

年    月～   年   月 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13 桁の法人番号を記載して下さい。 

旅客自動車運送事業分野に係る 

経営力向上に関する指針 

43 道路旅客運送業 

4321 一般乗用旅客自動車運送業 

 

日本標準産業分類における中分類と細分類 

コードとその項目名を記載して下さい。 

43  道路旅客運送業 

   4311  一般乗合旅客自動車運送業 

   4321  一般乗用旅客自動車運送業 

   4331  一般貸切旅客自動車運送業 

4391  特定旅客自動車運送業 

「旅客自動車運送事業分野に係る

経営力向上に関する指針」 

と記載して下さい。 

計画開始の月から起算して、①3年（36 か月）、②4年（48 か月）、③5年（60 か月）の 

いずれかの期間を設定して記載して下さい。 
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４ 現状認識 

① 自社の事業概要 

○○地域を営業区域として一般乗用旅客自動車運送事業を

経営しており、保有車両台数は○○台、地域に根差した公共交

通機関としての役割を担っている。 

事業分野別指針における中規模事業者に該当する。 

② 

自社の商品・サービス

が対象とする顧客・市

場の動向、競合の動向 

地域における法人顧客や住民のニーズに応じて、きめ細やか

な輸送サービスを提供しているところが強みであるが、人口減

少・高齢化の影響等を受け、業界を通じて輸送人員は減少傾向

にあるとともに、人手不足やドライバーの高齢化といった課題

を抱えている。 

③ 自社の経営状況 

当社の売上は、平成 28年度は○○○万円、平成 29年度は○

○○万円、平成 30年度は○○○万円であり、○○な傾向となっ

ている。 

今後更なる人口減少・高齢化の影響等により当社の輸送人員

の減少が見込まれる。 

また、昨今の人手不足の影響等を受け、ドライバー数につい

ても○○年前と比較して○○人減少するなど、経営力の向上に

向けて運行の効率化を図るとともに、人材の確保･育成を図る

必要がある。 

このため、最新の配車システムを導入して配車等の効率化を

図ることにより、実車率や実働率を向上させるとともに、新た

な顧客を確保する観点から観光需要に対応した人材の育成を

図っていく必要がある。 

 

 

５ 経営力向上の目標及び経営力向上による経営の向上の程度を示す指標 

指標の種類 Ａ現状（数値） 
Ｂ 計画終了時の目標

（数値） 

伸び率（（Ｂ－Ａ）／

Ａ）（％） 

実車率 ４２．０％ ４４．５％ ６．０％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次のいずれかの指標を選択し、実施期間に応じた目標値を設定して下さい。 

①労働生産性、②実働率、③実車率、④運転者の平均労働時間、⑤日車営収、⑥平均乗車密度 

（※④は実施期間における減少率、それ以外は増加率(伸び率)） 
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６ 経営力向上の内容 
（１）現に有する経営資源を利用する取組               有 ・ 無 

 
（２）他の事業者から取得した又は提供された経営資源を利用する取組  有 ・ 無 
 
（３）具体的な実施事項 

 事業分野別指

針の該当箇所 

事業承継等

の種類 

実施事項 

（具体的な取組を記載） 

新事業活動 
への該非 
（該当する 

場合は○） 

ア イ  

地域における訪日外国人旅行者のニーズに適切

に対応するため、語学教育・研修の実施や語学セミ

ナーへの参加等を通じて、ドライバーの基本的な

外国語対応能力の向上を図るとともに、接遇に関

する研修の実施等により、ドライバーのスキルア

ップを図る。 

○ 

イ ニ（１）  

顧客からの予約･配車依頼の受付からドライバ

ーへの配車指示などを一体的に管理する最新の配

車システムを導入することにより、より迅速かつ

確実な配車が可能となる。 

これにより配車効率の向上が図られ、実車率や

実働率の向上が図られるとともに、顧客へのサー

ビス向上にも資する。 

 

ウ ヘ 
事業の 

譲受け 

○○地区は、当社の営業エリア内であったが、

最寄りの△△営業所からかなりの距離にあるた

め、当該地区の顧客に対するきめ細かなニーズに

応えきれていなかった。 

今般、○○地区でタクシー事業を経営していた

□□社が、後継者不在により事業の継続が困難と

なっている問題を抱えていたことから、□□社の

事業を譲り受け、従業員についても継続雇用を図

りつつ、事業の拡大を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「５ 経営力向上の目標及び経営力向上による経営の向上

の程度を示す指標」に記載した目標の達成に資する取組につ

いて、できるだけ具体的に記載して下さい。 

事業承継等を伴う取組を行う場合には、該当する実施事項の欄に、 

以下の①～⑧のうち、該当する行為を記載してください。 

①吸収合併 ②新設合併 ③吸収分割 ④新設分割 ⑤株式交換 

⑥株式移転 ⑦事業又は資産の譲受け ⑧株式又は持分の取得 

（事業承継等を伴わない場合には、斜線を引いて下さい。） 
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７ 経営力向上を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 
（１）具体的な資金の額及びその調達方法 

実施 

事項 
使途・用途 資金調達方法 

金額 

（千円） 

ア 従業員教育・研修費、セミナー参加費 自己資金 ○○○ 

イ 経営力向上設備購入費 融資 ○○○ 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）純資産の額が零を超えること 

純資産の合計額 証明書等 

○○○千円 貸借対照表 

 
（３）ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率が 10 倍以内であること 

ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率 証明書等 

○倍 貸借対照表、損益計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位も合わせて記載して下さい。 

※添付する証明書等の単位により 

計算してください。 
「証明書等」欄には、添付する書類（貸借対照

表や損益計算書）の名称等を記載して下さい。 

【EBITDA 有利子負債倍率の計算について】 

 EBITDA 有利子負債倍率＝ 

(借入金・社債－現預金)÷(営業利益＋減価償却費) 

※添付する証明書等の単位により計算してください。 

※減価償却費には、ソフトウェアの償却や長期前払費用償却等、 

無形固定資産の償却費も含みます。 

なお、EBITDA は営業利益を用いて算出するため、営業外費用や 

特別損失に計上されている減価償却費は含めません。 

７（２）、７（３）は、中小企業信用保険法の特例（※）による金融支援措置を希望される場合のみ記載して下さい。 

※他の中小企業者の事業用資産や株式取得に伴う借入れに関して、経営者の個人保証を不要とする措置 
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８ 経営力向上設備等の種類 

 
実施 

事項 

取得 

年月 

利用を想定して 

いる支援措置 
設備等の名称／型式 所在地 

１ イ ○年○月 国Ａ・国Ｂ・国Ｃ ○○配車システム／○

○－○○ 

○○県○○市 

２   国Ａ・国Ｂ・国Ｃ   

３   国Ａ・国Ｂ・国Ｃ   
 
 
 

 設備等の種類 単価（千円） 数量 金額（千円） 証明書等の文書番号等 

１ 器具備品 ○○○ 1 ○○○ 123456 

２      

３      
 

 設備等の種類 数量 金額（千円） 

 

 

設備等の種類別 

小計 

機械装置 0 0 

器具備品 1 ○○○ 

工具 0 0 

建物附属設備 0 0 

ソフトウエア 0 0 

合計 1 ○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用を想定している措置（国税 A

類型、国税 B類型、国税 C類型）

に○を記載して下さい。 

 

 

８は、支援措置対象設備のみを記載して下さい。 

設備等の設置場所

を記載して下さい。 

取得（予定）年月日

を記載して下さい。 

各番号の設備の情報を続けて記載して下さい。 

工業会等の証明書の整理番号や、経済産

業局の確認書の文書番号を記載して下

さい。 

また、工業会等証明書と経産局確認書の

両方を添付している場合は、両方の番号

を記載して下さい。 

各設備の減価償却資産の種

類を記載して下さい。 

※上記の設備等はあくまで記載例であり、これらの導入により実際に支援措置を受けられるか否かは、 

税務当局の判断によります。 

設備の種類毎に、数量・金額の小計

を記載して下さい。 



 

 

7 

 

 

 

９ 特定許認可等に基づく被承継等中小企業者等の地位 

道路運送法第 4条に基づく一般乗用旅客自動車運送事業の許可 

 

 

 

 

１０ 事業承継等により、譲受け又は取得する不動産の内容                                

（土地） 

 実施

事項 

所在地番 地目 面積（㎡） 事業承継等の種

類 

事業又は資産の

譲受け元名 

１ ウ 〇〇県〇〇市〇

丁目〇番地 

宅地 〇〇 事業の譲受 □□(株) 

２       

３       

（家屋）                               

 実施

事項 

所在家屋番号 種類構造 床面積（㎡） 事業承継等の種

類 

事業又は資産の

譲受け元名 

１ ウ 〇〇県〇〇市〇

丁目〇番地 

RC 造 〇〇 事業の譲受 □□(株) 

２       

３       

 

 

 

 

１１ 事業又は資産の譲受けにより、譲受け又は取得する不動産の内容                                 

（土地） 

 実施

事項 

所在地番 地目 面積（㎡） 事業又は資産の譲受け

元名 

１ ウ 〇〇県〇〇市〇丁目

〇番地 

宅地 〇〇 □□(株) 

２      

（家屋） 

 実施

事項 

所在家屋番号 種類構造 床面積（㎡） 事業又は資産の譲受け

元名 

１ ウ 〇〇県〇〇市〇丁目

〇番地 

RC 造 〇〇 □□(株) 

２       

 
  

特定許認可等の承継を希望する場合に記載して下さい。 

（希望しない場合は、「なし」と記載して下さい。） 

１１は、事業譲受に伴う不動産取得税の軽減措置を希望される場合のみ記載。 

なお、その場合「様式第２」を使用（項目１０までは様式第１と共通）するとともに、申請書については、当該不動産が所在

する都道府県を経由して提出して下さい。 

１０は、事業承継等により取得する不動産について、所有権移転登記の登録免許税の軽減措置の適用を希望する不動産に

ついて記載して下さい。 

「実施事項」欄には、「６ 経営力向上の内容」の実施事項ごとの記号を記載して下さい。 

当該不動産の登記簿に記載されている情報を記載して下さい。 


